第２章　公益法人改革とは何か

1.　国の委託法人見直しで110年ぶりの改革

　公益法人とは、民法第34条に基づく社団法人（人の集まり）・財団法人（財産の集まり）であり、スタートは1896年（明治29年）にさかのぼる。これまで公益法人は主務官庁（省庁や都道府県）が設立許可し、約２万5,000ある。2000年12月森内閣は行政改革大綱で、天下りの温床との批判も多い国の委託事業を受けている公益法人の見直しを掲げ、公益法人制度改革を打ち出した。その後、有識者会議などで検討が進められたが、民間の非営利活動を広く促進するため一般的な非営利法人制度（一般社団法人・一般財団法人）を創設するとともに、公益法人の主務官庁の許可主義を改め、第三者機関（公益認定等委員会）が新公益法人（公益社団法人・公益財団法人）を認定することになった。

	
	社団法人
	財団法人
	計

	国　 所 　管
	3,683
	3,093
	6,776

	都道府県所管
	8,985
	9,268
	18,253


2.　旧公益法人は新公益法人か一般法人に

　2006年公益法人制度改革３法（一般社団・財団法人法、公益法人認定法、関係法律整備法）が成立し、従来の公益法人は、法の施行日である2008年12月から特例民法法人（特例社団法人・特例財団法人）とされ、５年の移行期間（2013年11月まで）に、公益法人認定を取るか、簡便な登録だけでよい一般法人となるかを選択しなければならない（移行までは従前と同じ取り扱い）。

　自治体出資公益法人もこの新制度の適用となるため、公益認定を申請するのか、別の道（一般法人化や解散など）を取るのかが問題となる。公益認定を受ければ、「公益社団法人」「公益財団法人」の名称を使用できるようになり、従来どおりの事業が継続できるだけでなく、法人税や寄付などにおける優遇措置が拡大される。税制優遇は、（剰余金の分配を行わないことなどを定款に定めた）非営利の一般法人やＮＰＯ法人にも適用されるが、既存の公益法人が一般法人に移行あるいは解散し、ＮＰＯ法人になる場合などは、所有する公益目的財産を国や自治体に寄付するか、公益目的支出計画書を作成してその全額を公益事業に支出しなければならない。


3.　公益法人認定の申請へ

　「公の施設」の管理や自治体の委託事業などを行っている自治体出資公益法人にとって、公益認定の取得は重要な課題である。公益認定をとらない場合、事業の自由度が増すというメリットはあるが、公益財産の支出が求められるだけでなく、公益法人としてのステイタスを失うことになり、同種の事業を展開しようとする他の事業者（ＮＰＯ法人や民間企業など）とまったく対等な競争を強いられる可能性が強い。これまで受けてきた自治体からの強力な支援も受けにくくなることが想定される。したがって、自立した強力な事業体を指向するのでない限り、公益認定は自治体出資公益法人にとってその存続を大きく左右する。

新公益法人制度による法人の違い

	
	課　　　　　税
	特例法人からの移行

	公益法人
	公益目的事業を除く収益事業のみ課税（原則非課税）
	第三者機関による公益認定

	非営利一般法人
	収益事業所得、利子に課税（原則非課税）
	主務官庁の認可

公益財産の寄付または支出

	一般法人
	全所得、利子に課税
	主務官庁の認可

公益財産の寄付または支出

	ＮＰＯ法人
	収益事業所得、利子に課税（原則非課税）
	解散し、事業譲渡

	株式会社など
	全所得、利子に課税
	解散し、事業譲渡


　公益法人制度改革の詳細が明らかになるまで、公益認定を受ける上でのハードルがたいへん高くなることが危惧されたが、営利事業のウェイトが著しく高い団体でなければ、公益認定はそれほど難しくなく、公益事業を行う団体であることを確認する単なる手続きとして行われる性格のものである。

4.　公益法人改革への自治労の基本的考え方

　したがって、自治労加盟労組のある団体をはじめ自治体出資公益法人の事業継続にあたり、次のような考え方で臨む。

	

	公益法人制度改革への自治労の基本的考え方
①　「公の施設」の管理や自治体の委託事業などを継続しようとする自治体出資公益法人は、公益認定申請に関する情報収集や準備を早急に進め、すみやかな新公益法人への移行の完了をめざす。

②　公益認定に困難がともなう場合は、単組、県本部、本部を通じて、その原因や課題を分析し、問題解決に当たる。

③　公益認定をめざさない場合は、どのような法人形態をめざすのか、移行にあたっての課題を明らかにし、事業の継続、雇用の確保、所属労働者の賃金・労働条件の確保などを基本として取り組みを展開する。

④　自治体出資公益法人の存続には、設置者である自治体の責任があることを明らかにし、事業継続のために必要な支援を求める。

⑤　自治体出資公益法人が展開する「公の施設」の管理や自治体の委託事業などが安定的に展開できるように、指定管理者制度の運用の改善や委託契約における政策入札、公契約条例の制定を求める。

	


新公益法人


（公益社団法人・公益財団法人）





旧公益法人


（社団法人・財団法人）





特例法人


2008/12～





一般法人


（一般社団法人・一般財団法人）
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解散（事業譲渡）  企業
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